
令和７年度決算書

第二種基礎的電気通信役務支援業務室

総務大臣指定　基礎的電気通信役務支援機関
一般社団法人　電気通信事業者協会

（第二号基礎的電気通信役務に係る支援業務）

自　令和　７年４月　１日
至　令和　８年３月３１日



予  算  額 決　算　額 差　異 備考

 Ⅰ 事業活動収支の部

  １．事業活動収入

   (1)　負 担 金 収 入 0 0 0 

 　(2)　雑　　収　　入 0 11,061 △ 11,061 

　　　事業活動収入計 0 11,061 △ 11,061 

  ２．事業活動支出

 　(1)　事 業 費 支 出 187,759,000 92,844,143 94,914,857 

役 員 報 酬 支 出 3,110,000 3,110,400 △ 400 

給 料 手 当 支 出 38,245,000 31,863,963 6,381,037 

福 利 厚 生 費 支 出 5,250,000 4,547,928 702,072 

会 議 費 支 出 105,000 58,860 46,140 

旅 費 交 通 費 支 出 1,914,000 950,632 963,368 

通 信 運 搬 費 支 出 496,000 147,355 348,645 

備 品 費 支 出 828,000 943,457 △ 115,457 

消 耗 品 費 支 出 232,000 227,765 4,235 

印 刷 製 本 費 支 出 50,000 3,892 46,108 

光 熱 水 料 費 支 出 228,000 242,846 △ 14,846 

賃 借 公 益 費 支 出 3,999,000 3,999,156 △ 156 

図 書 費 支 出 20,000 0 20,000 

諸 謝 金 支 出 3,179,000 1,582,586 1,596,414 

租 税 公 課 支 出 30,000 25,200 4,800 

周 知 広 報 費 支 出 126,142,000 44,535,044 81,606,956 

支 払 利 息 支 出 3,871,000 591,777 3,279,223 

雑 支 出 60,000 13,282 46,718 

　　　事業活動支出計 187,759,000 92,844,143 94,914,857 

　　　　事業活動収支差額 △ 187,759,000 △ 92,833,082 △ 94,925,918 

 Ⅱ 投資活動収支の部

　１．投資活動収入

   (1)　特定資産取崩収入

　　　投資活動収入計 0 0 0 

　２．投資活動支出

   (1)　特定資産取得支出
退職給付引当資産取得支出 1,642,000 1,001,291 640,709 

   (2)　固定資産資産取得支出
什 器 備 品 購 入 支 出 8,000,000 0 8,000,000 

　　　投資活動支出計 9,642,000 1,001,291 8,640,709 

　　　　投資活動収支差額 △ 9,642,000 △ 1,001,291 △ 8,640,709 

 Ⅲ 財務活動収支の部

　１．財務活動収入

   (1)　借 入 金 収 入 197,401,000 120,000,000 77,401,000 

　　　財務活動収入計 197,401,000 120,000,000 77,401,000 

　２．財務活動支出

   (1)　借入金返済支出 0 0 0 

　　　財務活動支出計 0 0 0 

　　　　財務活動収支差額 197,401,000 120,000,000 77,401,000 

　　　　当期収支差額 0 26,165,627 △ 26,165,627 

　　　　前期繰越収支差額 0 0 0 

　　　　次期繰越収支差額 0 26,165,627 △ 26,165,627 

収 支 計 算 書 (資金ベース)
基礎的電気通信役務支援機関業務会計
(第二号基礎的電気通信役務に関するもの)

令和７年４月１日～令和８年３月３１日　　
(単位：円)

  科 　　 目



(単位：円)

当　年　度 前　年　度 増　　減

 Ⅰ 資産の部

  １．流 動 資 産

現 金 預 金 57,134,972 0 57,134,972 

前 払 金 209,588 0 209,588 

　 　流 動 資 産 合 計 57,344,560 0 57,344,560 

  ２．固 定 資 産

   (1)　特 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産 1,001,291 0 1,001,291 

　　 特 定 資 産 合 計 1,001,291 0 1,001,291 

　　 固 定 資 産 合 計 1,001,291 0 1,001,291 

　　 資 産 合 計 58,345,851 0 58,345,851 

 Ⅱ 負債の部

  １．流 動 負 債

短 期 借 入 金 120,000,000 0 120,000,000 

未 払 金 31,178,933 0 31,178,933 

　 　流 動 負 債 合 計 151,178,933 0 151,178,933 

  ２．固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金 1,001,291 0 1,001,291 

　　 固 定 負 債 合 計 1,001,291 0 1,001,291 

　　 負 債 合 計 152,180,224 0 152,180,224 

 Ⅲ 正味財産の部

  １．指 定 正 味 財 産 0 0 0 

  ２．一 般 正 味 財 産 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

 　　（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)

　　 正 味 財 産 合 計 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

　　 負債及び正味財産合計 58,345,851 0 58,345,851 

貸　借　対　照　表
基礎的電気通信役務支援機関業務会計
(第二号基礎的電気通信役務に関するもの)

令和８年３月３１日現在

科　　　目



(単位：円)

 Ⅰ 一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

   (1)　経 常 収 益

① 雑 収 益 11,061 0 11,061 

　 　経 常 収 益 計 11,061 0 11,061 

   (2)　経 常 費 用

役 員 報 酬 3,110,400 0 3,110,400 

給 料 手 当 31,863,963 0 31,863,963 

退 職 給 付 費 用 1,001,291 0 1,001,291 

福 利 厚 生 費 4,547,928 0 4,547,928 

会 議 費 58,860 0 58,860 

旅 費 交 通 費 950,632 0 950,632 

通 信 運 搬 費 147,355 0 147,355 

備 品 費 943,457 0 943,457 

消 耗 品 費 227,765 0 227,765 

印 刷 製 本 費 3,892 0 3,892 

光 熱 水 料 費 242,846 0 242,846 

賃 借 公 益 費 3,999,156 0 3,999,156 

諸 謝 金 1,582,586 0 1,582,586 

租 税 公 課 25,200 0 25,200 

周 知 広 報 費 44,535,044 0 44,535,044 

支 払 利 息 591,777 0 591,777 

雑 費 13,282 0 13,282 

　 　経 常 費 用 計 93,845,434 0 93,845,434 

当 期 経 常 増 減 額 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

  ２．経常外増減の部

   (1)　経 常 外 収 益

　 　経 常 外 収 益 計 0 0 0 

   (2)　経 常 外 費 用

　 　経 常 外 費 用 計 0 0 0 

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

一般正味財産期首残高 0 0 0 

一般正味財産期末残高 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

 Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 0 0 0 

指定正味財産期末残高 0 0 0 

 Ⅲ 正味財産期末残高 △ 93,834,373 0 △ 93,834,373 

正 味 財 産 増 減 計 算 書
基礎的電気通信役務支援機関業務会計
(第二号基礎的電気通信役務に関するもの)

令和７年４月１日～令和８年３月３１日　

科　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減



１．重要な会計方針

　（1）固定資産の減価償却の方法

　　　　 定額法によっている｡

　（2）引当金の計上基準

　　　　 退職給付引当金・・・・・職員の退職給付に備えるため、退職給付債務を簡便法

　　　　　　　　　　　　　 　　　(退職給付に係る期末自己都合要支給額の100％を退職

　　　　　　　 　　　　　　　　　給付債務とする方法）により計上している。

　（3）消費税等の会計処理

　　　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高

　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 0 1,001,291 0 1,001,291

合　計 0 1,001,291 0 1,001,291

３．特定資産の財源等の内訳

　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

特定資産

　退職給付引当資産 1,001,291 （0） （0） (1,001,291)

合　計 1,001,291 （0） （0） (1,001,291)

財務諸表に対する注記
基礎的電気通信役務支援機関業務会計
(第二号基礎的電気通信役務に関するもの)



　  （単位：円）

　Ⅰ 資 産 の 部

　　１．流動資産

　　　現金手許有高 46,279

　　　普　通　預　金 　三井住友銀行 57,088,693

　　　　現預金合計 57,134,972

　　　前　　払　　金 　借入金利息 209,588

　　　　流動資産合計 57,344,560

　　２．固定資産

    (1)特 定 資 産

　　　退職給付引当資産 　三井住友銀行 1,001,291

　　　　特定資産合計 1,001,291

　　　　固定資産合計 1,001,291

　　　資　産　合　計 58,345,851

　Ⅱ 負 債 の 部

　　１．流動負債

　　　借    入    金 　短期借入金 120,000,000

　　　未　　払　　金 　周知広報他 31,178,933

　　　　流動負債合計 151,178,933

　　２．固定負債

　　　退職給付引当金 1,001,291

　　　　固定負債合計 1,001,291

　　　負　債　合　計 152,180,224

　　 　　正 味 財 産 △ 93,834,373

財　産　目　録
基礎的電気通信役務支援機関業務会計

(第二号基礎的電気通信役務に関するもの)

令和８年３月３１日現在

科　　　　　　目 金　　　　　　額
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